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特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律

第３条第２項の規定に基づき、同条第１項の特定権利利益に係る期間の延長に関し

　

当該延長後の満了日を平成３０年１１月３０日とする措置を指定する件について

　

「平成３０年７月豪雨による災害についての特定非常災害及びこれに対し適用すべき措置の

指定に関する政令」（平成３０年政令第２１１号）が、平成３０年７月１４日付けで公布され、同

日から施行されたことにより、「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別

措置に関する法律」の規定の一部が、平成３０年７月豪雨による災害に適用されることとなっ

た旨の通知が厚生労働省より発出されましたのでご連絡申し上げます。

　

なお、特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律は、

行政上の権利利益の満了日の延長等に関する各種特別措置を災害時に迅速に発動できるよう

にしたものであり、大規模な非常災害（特定非常災害）について適用されるものでございま

す。これにより、介護保険関係では、平成３０年７月豪雨において災害救助法が適用された市

町村の区域内において業を行う者又は居住地を有する者等について、要介護認定や指定居宅

サービス事業所の指定等に係る有効期間を延長し、その満了日が平成３０年１１月３０日までと

なりました。 今般の告示により有効期間等の満了日を延長した権利利益の内容等の詳細につ

きましては、当該厚生労働省発出通知に記されておりますのでご確認ください。

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただき、郡市区医師会および

会員への周知方よろしくご高配のほどお願い申し上げます。
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老発０７１９第３号 

平成３０年７月１９日 

 

  各都道府県知事殿 

厚生労働省老健局長 

（公 印 省 略） 

 

 

特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律

第３条第２項の規定に基づき、同条第１項の特定権利利益に係る期間の延長に関し

当該延長後の満了日を平成 30 年 11 月 30 日とする措置を指定する件について 

 

「平成 30 年７月豪雨による災害についての特定非常災害及びこれに対し適用す

べき措置の指定に関する政令」（平成 30 年政令第 211 号）が、別添１のとおり、平

成 30 年７月 14 日付けで公布され、同日から施行されたことにより、「特定非常災

害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律」（平成８年法

律第 85 号。以下「法」という。別添２を参照。）の規定の一部が、平成 30 年７月

豪雨による災害に適用されることとなった。 

 具体的には、法第２条第１項の特定非常災害として平成 30 年７月豪雨による災

害が指定され、その被災者等について、行政上の権利利益の回復又は保全のための

期間の満了日の延長や、法令上の義務が期限内に履行されなかった場合の責任の免

除等の措置が行われるものである。 

 これを受けて、「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措

置に関する法律第３条第２項の規定に基づき同条第１項の特定権利利益に係る期

間の延長に関し当該延長後の満了日を平成 30 年 11 月 30 日とする措置を指定する

件」（平成 30 年厚生労働省告示第 276 号。以下「告示」という。）が、別添３のと

おり、平成 30 年７月 19 日付けで告示された。 

 この告示は平成 30 年７月豪雨に際し、災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）が

適用された市町村の区域（以下「特定被災区域」という。）内において、介護保険

法第19条第１項の規定に基づく要介護認定等及び同法第41条第１項本文の規定に

基づく指定居宅サービス事業者の指定等について、有効期間を延長し、その満了日

を平成 30 年 11 月 30 日とするものである。 

 これらに伴う介護保険に関する法令の運用における留意点等は下記のとおりで

あるので、御了知の上、管内市町村、関係団体、関係機関等にその周知徹底を図る

とともに、その運用に遺憾のないようにされたい。 

 

記 

 

第１ 行政上の権利利益の回復又は保全のための期間の満了日の延長について 
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１ 告示により有効期間等の満了日を延長した権利利益のうち、介護保険法（平

成９年法律第 123 号）の規定に基づくものは、次のとおりである。 

① 要介護認定（第 19 条第１項） 

② 要支援認定（第 19 条第２項） 

③ 要介護更新認定（第 28 条第２項） 

④ 要支援更新認定（第 33 条第２項） 

⑤ 指定居宅サービス事業者の指定（特定被災区域内に在る事業所に係るもの

に限る。）（第 41 条第１項本文） 

⑥ 指定地域密着型サービス事業者の指定（特定被災区域内に在る事業所に係

るものに限る。）（第 42 条の２第１項本文） 

⑦ 指定居宅介護支援事業者の指定（特定被災区域内に在る事業所に係るもの

に限る。）（第 46 条第１項） 

⑧ 指定介護老人福祉施設の指定（特定被災区域内に在る事業所に係るものに

限る。）（第 48 条第１項第１号） 

⑨ 指定介護予防サービス事業者の指定（特定被災区域内に在る事業所に係る

ものに限る。）（第 53 条第１項本文） 

⑩ 指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定（特定被災区域内に在る事

業所に係るものに限る。）（第 54 条の２第１項本文） 

⑪ 指定介護予防支援事業者の指定（特定被災区域内に在る事業所に係るもの

に限る。）（第 58 条第１項） 

⑫ 介護支援専門員証の交付（第 69 条の７第１項） 

⑬ 介護老人保健施設の開設の許可（特定被災区域内に在る施設に係るものに

限る。）（第 94 条第１項） 

⑭ 介護医療院の開設の許可（特定被災区域内に在る施設に係るものに限る。）

（第 107 条第１項） 

⑮ 第１号事業に係る指定事業者の指定（特定被災区域内に在る事業所に係る

ものに限る。）（第 115 条の 45 の３第１項） 

⑯ 指定介護療養型医療施設の指定（特定被災区域内に在る施設に係るものに

限る。）（健康保険法等の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 83 号）附

則第 130 条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同

法第 26 条の規定による改正前の介護保険法第 48 条第１項第３号） 

 

２ 要介護更新認定、要支援更新認定及び１の⑤から⑯までに掲げる指定等につい

ての更新の申請があった場合には、延長後の有効期間を前提として更新の手続を

行うこととなり、原則として、更新後の有効期間は、平成 30 年 12 月１日から起

算することとなる。告示の適用日前に更新の申請がなされた場合（その有効期間

が平成30年６月28日から平成30年11月30日までの間に満了するものに限る。）

であって、処分がなされていないものについても同様である。 
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３ 告示により指定された措置のほか、法第３条第１項に規定する行政庁又は行政

機関は、平成 30 年７月豪雨による災害の被害者であって、理由を記した書面に

よりその特定権利利益（法第３条第１項参照）に係る満了日の延長の申出を行っ

たものについて、平成 30 年 11 月 30 日までの期日を指定してその満了日を延長

することができる（法第３条第３項）。 

 

第２ 法令上の義務が期限内に履行されなかった場合の責任の免除について 

法令に基づき平成 30 年６月 28 日から平成 30 年９月 27 日までの間に履行期限

が到来する義務が平成 30 年７月豪雨により履行されなかった場合において、当

該義務が平成 30 年９月 28 日までに履行されたときには、当該義務が履行されな

かったことについて、行政上及び刑事上の責任（過料に係るものを含む。）は問

われない（法第４条第２項）。 



平成年月日 土曜日 (号外特第号)官 報
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指
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す
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指
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特
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の
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図
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第
一
項
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四
条
第
一
項
、
第
五
条
第
一
項
、
第
六

条
並
び
に
第
七
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

（
特
定
非
常
災
害
の
指
定
）

第
一
条

特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」

と
い
う
。）第
二
条
第
一
項
の
特
定
非
常
災
害
と
し
て
平
成
三
十
年
七
月
豪
雨
に
よ
る
災
害
を
指
定
し
、
同
年
六
月
二

十
八
日
を
同
項
の
特
定
非
常
災
害
発
生
日
と
し
て
定
め
る
。

（
特
定
非
常
災
害
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
の
指
定
）

第
二
条

前
条
の
特
定
非
常
災
害
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
と
し
て
、
法
第
三
条
か
ら
第
七
条
ま
で
に
規
定
す
る
措
置

を
指
定
す
る
。

（
行
政
上
の
権
利
利
益
に
係
る
満
了
日
の
延
長
期
日
）

第
三
条

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
三
条
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
日
は
、
平
成
三
十
年
十
一
月
三

十
日
と
す
る
。

（
特
定
義
務
の
不
履
行
に
つ
い
て
の
免
責
に
係
る
期
限
）

第
四
条

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
四
条
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
特
定
義
務
の
不
履
行
に
つ
い
て

の
免
責
に
係
る
期
限
は
、
平
成
三
十
年
九
月
二
十
八
日
と
す
る
。

（
法
人
の
破
産
手
続
開
始
の
決
定
の
特
例
に
関
す
る
措
置
に
係
る
期
日
）

第
五
条

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
五
条
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
日
は
、
平
成
三
十
二
年
六
月
二

十
六
日
と
す
る
。

（
相
続
の
承
認
又
は
放
棄
を
す
べ
き
期
間
の
特
例
に
関
す
る
措
置
に
係
る
地
区
及
び
期
日
）

第
六
条

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
六
条
の
政
令
で
定
め
る
地
区
は
、
平
成
三
十
年
七
月
豪
雨
に
際

し
災
害
救
助
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
十
八
号
）
が
適
用
さ
れ
た
同
法
第
二
条
に
規
定
す
る
市
町
村
の
区
域
と

す
る
。

２

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
六
条
の
政
令
で
定
め
る
日
は
、
平
成
三
十
一
年
二
月
二
十
八
日
と
す

る
。

（
調
停
の
申
立
て
の
手
数
料
の
特
例
に
関
す
る
措
置
に
係
る
地
区
及
び
期
日
）

第
七
条

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
七
条
の
政
令
で
定
め
る
地
区
は
、
平
成
三
十
年
七
月
豪
雨
に
際

し
災
害
救
助
法
が
適
用
さ
れ
た
同
法
第
二
条
に
規
定
す
る
市
町
村
の
区
域
と
す
る
。

２

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
七
条
の
政
令
で
定
め
る
日
は
、
平
成
三
十
三
年
五
月
三
十
一
日
と
す

る
。
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ら
施
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す
る
。
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－ 1 －

○
特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
（
平
成
八
年
法
律
第
八
十
五
号
）
（
抄
）

（
趣
旨
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図
る
た
め
、
特
定
非
常
災
害
が
発
生
し
た
場
合
に
お
け
る
行
政
上
の
権
利
利
益

に
係
る
満
了
日
の
延
長
、
履
行
さ
れ
な
か
っ
た
義
務
に
係
る
免
責
、
法
人
の
破
産
手
続
開
始
の
決
定
の
特
例
、
相
続
の
承
認
又
は
放
棄
を
す
べ
き
期
間
の
特

例
、
民
事
調
停
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
二
十
二
号
）
に
よ
る
調
停
の
申
立
て
の
手
数
料
の
特
例
並
び
に
建
築
基
準
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二

百
一
号
）
及
び
景
観
法
（
平
成
十
六
年
法
律
第
百
十
号
）
に
よ
る
応
急
仮
設
住
宅
の
存
続
期
間
の
特
例
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
と
す
る
。

（
特
定
非
常
災
害
及
び
こ
れ
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
の
指
定
）

第
二
条

著
し
く
異
常
か
つ
激
甚
な
非
常
災
害
で
あ
っ
て
、
当
該
非
常
災
害
の
被
害
者
の
行
政
上
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図
り
、
又
は
当
該
非
常
災
害
に
よ

り
債
務
超
過
と
な
っ
た
法
人
の
存
立
、
当
該
非
常
災
害
に
よ
り
相
続
の
承
認
若
し
く
は
放
棄
を
す
べ
き
か
否
か
の
判
断
を
的
確
に
行
う
こ
と
が
困
難
と
な
っ

た
者
の
保
護
、
当
該
非
常
災
害
に
起
因
す
る
民
事
に
関
す
る
紛
争
の
迅
速
か
つ
円
滑
な
解
決
若
し
く
は
当
該
非
常
災
害
に
係
る
応
急
仮
設
住
宅
の
入
居
者
の

居
住
の
安
定
に
資
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
特
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
も
の
が
発
生
し
た
場
合
に
は
、
当
該
非
常
災
害
を
特
定
非
常
災
害
と
し
て

政
令
で
指
定
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
政
令
に
は
、
当
該
特
定
非
常
災
害
が
発
生
し
た
日
を
特
定
非
常
災
害
発
生
日
と
し
て
定
め
る

も
の
と
す
る
。

２

前
項
の
政
令
に
お
い
て
は
、
次
条
以
下
に
定
め
る
措
置
の
う
ち
当
該
特
定
非
常
災
害
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
を
指
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
当
該
指

定
の
後
、
新
た
に
そ
の
余
の
措
置
を
適
用
す
る
必
要
が
生
じ
た
と
き
は
、
当
該
措
置
を
政
令
で
追
加
し
て
指
定
す
る
も
の
と
す
る
。

（
行
政
上
の
権
利
利
益
に
係
る
満
了
日
の
延
長
に
関
す
る
措
置
）

第
三
条

次
に
掲
げ
る
権
利
利
益
（
以
下
「
特
定
権
利
利
益
」
と
い
う
。
）
に
係
る
法
律
、
政
令
又
は
内
閣
府
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十
九
号
）
第

七
条
第
三
項
若
し
く
は
第
五
十
八
条
第
四
項
（
宮
内
庁
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
七
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
若

し
く
は
国
家
行
政
組
織
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
号
）
第
十
二
条
第
一
項
若
し
く
は
第
十
三
条
第
一
項
の
命
令
若
し
く
は
内
閣
府
設
置
法
第
七
条

第
五
項
若
し
く
は
第
五
十
八
条
第
六
項
若
し
く
は
宮
内
庁
法
第
八
条
第
五
項
若
し
く
は
国
家
行
政
組
織
法
第
十
四
条
第
一
項
の
告
示
（
以
下
「
法
令
」
と
い

う
。
）
の
施
行
に
関
す
る
事
務
を
所
管
す
る
国
の
行
政
機
関
（
内
閣
府
、
宮
内
庁
並
び
に
内
閣
府
設
置
法
第
四
十
九
条
第
一
項
及
び
第
二
項
に
規
定
す
る
機

関
並
び
に
国
家
行
政
組
織
法
第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
機
関
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
長
（
当
該
国
の
行
政
機
関
が
内
閣
府
設
置
法
第
四
十
九
条
第
一
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項
若
し
く
は
第
二
項
又
は
国
家
行
政
組
織
法
第
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
委
員
会
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
委
員
会
）
は
、
特
定
非
常
災
害
の
被
害

者
の
特
定
権
利
利
益
で
あ
っ
て
そ
の
存
続
期
間
が
満
了
前
で
あ
る
も
の
を
保
全
し
、
又
は
当
該
特
定
権
利
利
益
で
あ
っ
て
そ
の
存
続
期
間
が
既
に
満
了
し
た

も
の
を
回
復
さ
せ
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
特
定
非
常
災
害
発
生
日
か
ら
起
算
し
て
六
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る

日
（
以
下
「
延
長
期
日
」
と
い
う
。
）
を
限
度
と
し
て
、
こ
れ
ら
の
特
定
権
利
利
益
に
係
る
満
了
日
を
延
長
す
る
措
置
を
と
る
こ
と
が
で
き
る
。

一

法
令
に
基
づ
く
行
政
庁
の
処
分
（
特
定
非
常
災
害
発
生
日
以
前
に
行
っ
た
も
の
に
限
る
。
）
に
よ
り
付
与
さ
れ
た
権
利
そ
の
他
の
利
益
で
あ
っ
て
、
そ

の
存
続
期
間
が
特
定
非
常
災
害
発
生
日
以
後
に
満
了
す
る
も
の

二

法
令
に
基
づ
き
何
ら
か
の
利
益
を
付
与
す
る
処
分
そ
の
他
の
行
為
を
当
該
行
為
に
係
る
権
限
を
有
す
る
行
政
機
関
（
国
の
行
政
機
関
及
び
こ
れ
ら
に
置

か
れ
る
機
関
並
び
に
地
方
公
共
団
体
の
機
関
に
限
る
。
）
に
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
権
利
で
あ
っ
て
、
そ
の
存
続
期
間
が
特
定
非
常
災
害
発
生
日
以
後
に

満
了
す
る
も
の

２

前
項
の
規
定
に
よ
る
延
長
の
措
置
は
、
告
示
に
よ
り
、
当
該
措
置
の
対
象
と
な
る
特
定
権
利
利
益
の
根
拠
と
な
る
法
令
の
条
項
ご
と
に
、
地
域
を
単
位
と

し
て
、
当
該
措
置
の
対
象
者
及
び
当
該
措
置
に
よ
る
延
長
後
の
満
了
日
を
指
定
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

３

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
延
長
の
措
置
の
ほ
か
、
同
項
第
一
号
の
行
政
庁
又
は
同
項
第
二
号
の
行
政
機
関
（
次
項
に
お
い
て
「
行
政
庁
等
」
と
い
う
。
）
は
、

特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
で
あ
っ
て
、
そ
の
特
定
権
利
利
益
に
つ
い
て
保
全
又
は
回
復
を
必
要
と
す
る
理
由
を
記
載
し
た
書
面
に
よ
り
満
了
日
の
延
長
の
申

出
を
行
っ
た
も
の
に
つ
い
て
、
延
長
期
日
ま
で
の
期
日
を
指
定
し
て
そ
の
満
了
日
を
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

４

延
長
期
日
が
定
め
ら
れ
た
後
、
第
一
項
又
は
前
項
の
規
定
に
よ
る
満
了
日
の
延
長
の
措
置
を
延
長
期
日
の
翌
日
以
後
に
お
い
て
も
特
に
継
続
し
て
実
施
す

る
必
要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
第
一
項
の
国
の
行
政
機
関
の
長
又
は
行
政
庁
等
は
、
同
項
又
は
前
項
の
例
に
準
じ
、
特
定
権
利
利
益
の
根
拠
と
な

る
法
令
の
条
項
ご
と
に
新
た
に
政
令
で
定
め
る
日
を
限
度
と
し
て
、
当
該
特
定
権
利
利
益
に
係
る
満
了
日
を
更
に
延
長
す
る
措
置
を
と
る
こ
と
が
で
き
る
。

５

前
各
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
災
害
そ
の
他
や
む
を
得
な
い
事
由
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
特
定
権
利
利
益
に
係
る
期
間
に
関
す
る
措
置
に
つ
い
て
他
の

法
令
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

（
期
限
内
に
履
行
さ
れ
な
か
っ
た
義
務
に
係
る
免
責
に
関
す
る
措
置
）

第
四
条

特
定
非
常
災
害
発
生
日
以
後
に
法
令
に
規
定
さ
れ
て
い
る
履
行
期
限
が
到
来
す
る
義
務
（
以
下
「
特
定
義
務
」
と
い
う
。
）
で
あ
っ
て
、
特
定
非
常

災
害
に
よ
り
当
該
履
行
期
限
が
到
来
す
る
ま
で
に
履
行
さ
れ
な
か
っ
た
も
の
に
つ
い
て
、
そ
の
不
履
行
に
係
る
行
政
上
及
び
刑
事
上
の
責
任
（
過
料
に
係
る
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も
の
を
含
む
。
以
下
単
に
「
責
任
」
と
い
う
。
）
が
問
わ
れ
る
こ
と
を
猶
予
す
る
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
政
令
で
、
特
定
非
常
災
害
発
生
日
か
ら
起
算
し
て

四
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
特
定
義
務
の
不
履
行
に
つ
い
て
の
免
責
に
係
る
期
限
（
以
下
「
免
責
期
限
」
と
い
う
。
）
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

免
責
期
限
が
定
め
ら
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
免
責
期
限
が
到
来
す
る
日
の
前
日
ま
で
に
履
行
期
限
が
到
来
す
る
特
定
義
務
が
免
責
期
限
が
到
来
す
る
日
ま

で
に
履
行
さ
れ
た
と
き
は
、
当
該
特
定
義
務
が
特
定
非
常
災
害
に
よ
り
履
行
さ
れ
な
か
っ
た
こ
と
に
つ
い
て
、
責
任
は
問
わ
れ
な
い
も
の
と
す
る
。

３

免
責
期
限
が
定
め
ら
れ
た
後
、
前
二
項
に
定
め
る
免
責
の
措
置
を
免
責
期
限
が
到
来
す
る
日
の
翌
日
以
後
に
お
い
て
も
特
に
継
続
し
て
実
施
す
る
必
要
が

あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
政
令
で
、
特
定
義
務
の
根
拠
と
な
る
法
令
の
条
項
ご
と
に
、
新
た
に
、
当
該
特
定
義
務
の
不
履
行
に
つ
い
て
の
免
責
に
係
る

期
限
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
前
項
の
規
定
は
、
こ
の
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

４

前
三
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
特
定
義
務
が
災
害
そ
の
他
や
む
を
得
な
い
事
由
に
よ
り
そ
の
履
行
期
限
が
到
来
す
る
ま
で
に
履
行
さ
れ
な
か
っ
た
場
合

に
つ
い
て
他
の
法
令
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

（
債
務
超
過
を
理
由
と
す
る
法
人
の
破
産
手
続
開
始
の
決
定
の
特
例
に
関
す
る
措
置
）

第
五
条

特
定
非
常
災
害
に
よ
り
そ
の
財
産
を
も
っ
て
債
務
を
完
済
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
っ
た
法
人
に
対
し
て
は
、
第
二
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
政
令

で
こ
の
条
に
定
め
る
措
置
を
指
定
す
る
も
の
の
施
行
の
日
以
後
特
定
非
常
災
害
発
生
日
か
ら
起
算
し
て
二
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る

日
ま
で
の
間
、
破
産
手
続
開
始
の
決
定
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
た
だ
し
、
そ
の
法
人
が
、
清
算
中
で
あ
る
場
合
、
支
払
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合

又
は
破
産
手
続
開
始
の
申
立
て
を
し
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

２

裁
判
所
は
、
法
人
に
対
し
て
破
産
手
続
開
始
の
申
立
て
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
法
人
に
対
し
て
破
産
手
続
開
始
の
決
定
を

す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
は
、
当
該
決
定
を
留
保
す
る
決
定
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

裁
判
所
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
決
定
に
係
る
法
人
が
支
払
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
っ
た
と
き
、
そ
の
他
同
項
の
規
定
に
よ
る
決
定
を
す
べ
き
第
一

項
に
規
定
す
る
事
情
に
つ
い
て
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
申
立
て
に
よ
り
又
は
職
権
で
、
そ
の
決
定
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
。

４

前
二
項
の
規
定
に
よ
る
決
定
に
対
し
て
は
、
不
服
を
申
し
立
て
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

５

第
一
項
本
文
の
法
人
の
理
事
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
者
は
、
特
定
非
常
災
害
発
生
日
か
ら
同
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
日
ま
で
の
間
、
他
の
法
律
の
規

定
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
法
人
に
つ
い
て
破
産
手
続
開
始
の
申
立
て
を
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

（
相
続
の
承
認
又
は
放
棄
を
す
べ
き
期
間
の
特
例
に
関
す
る
措
置
）
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第
六
条

相
続
人
（
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
者
）
が
、
特
定
非
常
災
害
発
生
日
に
お
い
て
、
特
定
非
常
災
害
に
よ
り
多

数
の
住
民
が
避
難
し
、
又
は
住
所
を
移
転
す
る
こ
と
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
地
区
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の
に
住
所
を
有
し
て
い
た
場
合
に
お
い
て
、
民

法
（
明
治
二
十
九
年
法
律
第
八
十
九
号
）
第
九
百
十
五
条
第
一
項
の
期
間
（
こ
の
期
間
が
同
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
っ
て
伸
長
さ
れ
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、

そ
の
伸
長
さ
れ
た
期
間
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
末
日
が
特
定
非
常
災
害
発
生
日
以
後
当
該
特
定
非
常
災
害
発
生
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
超

え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
の
前
日
ま
で
に
到
来
す
る
と
き
は
、
同
項
の
期
間
は
、
当
該
政
令
で
定
め
る
日
ま
で
伸
長
す
る
。

一

相
続
人
が
相
続
の
承
認
又
は
放
棄
を
し
な
い
で
死
亡
し
た
場
合

そ
の
者
の
相
続
人

二

相
続
人
（
前
号
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
同
号
に
定
め
る
者
）
が
未
成
年
者
又
は
成
年
被
後
見
人
で
あ
る
場
合

そ
の
法
定
代
理
人

（
民
事
調
停
法
に
よ
る
調
停
の
申
立
て
の
手
数
料
の
特
例
に
関
す
る
措
置
）

第
七
条

特
定
非
常
災
害
に
よ
り
借
地
借
家
関
係
そ
の
他
の
民
事
上
の
法
律
関
係
に
著
し
い
混
乱
を
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
地
区
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の

に
特
定
非
常
災
害
発
生
日
に
お
い
て
住
所
、
居
所
、
営
業
所
又
は
事
務
所
を
有
し
て
い
た
者
が
、
当
該
特
定
非
常
災
害
に
起
因
す
る
民
事
に
関
す
る
紛
争
に

つ
き
、
特
定
非
常
災
害
発
生
日
以
後
当
該
特
定
非
常
災
害
発
生
日
か
ら
起
算
し
て
三
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
ま
で
の
間
に
、
民

事
調
停
法
に
よ
る
調
停
の
申
立
て
を
す
る
場
合
に
は
、
民
事
訴
訟
費
用
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
六
年
法
律
第
四
十
号
）
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
か

か
わ
ら
ず
、
そ
の
申
立
て
の
手
数
料
を
納
め
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

（
建
築
基
準
法
に
よ
る
応
急
仮
設
住
宅
の
存
続
期
間
の
特
例
に
関
す
る
措
置
）

第
八
条

建
築
基
準
法
第
二
条
第
三
十
五
号
の
特
定
行
政
庁
は
、
同
法
第
八
十
五
条
第
一
項
の
非
常
災
害
又
は
同
条
第
二
項
の
災
害
が
特
定
非
常
災
害
で
あ
る

場
合
に
お
い
て
、
被
災
者
の
住
宅
の
需
要
に
応
ず
る
に
足
り
る
適
当
な
住
宅
が
不
足
す
る
た
め
同
条
第
四
項
に
規
定
す
る
期
間
を
超
え
て
当
該
被
災
者
の
居

住
の
用
に
供
さ
れ
て
い
る
応
急
仮
設
建
築
物
で
あ
る
住
宅
を
存
続
さ
せ
る
必
要
が
あ
り
、
か
つ
、
安
全
上
、
防
火
上
及
び
衛
生
上
支
障
が
な
い
と
認
め
る
と

き
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
更
に
一
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
同
項
の
許
可
の
期
間
を
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
当
該
延
長
に
係
る
期

間
が
満
了
し
た
場
合
に
お
い
て
、
こ
れ
を
更
に
延
長
し
よ
う
と
す
る
と
き
も
、
同
様
と
す
る
。

（
景
観
法
に
よ
る
応
急
仮
設
住
宅
の
存
続
期
間
の
特
例
に
関
す
る
措
置
）

第
九
条

市
町
村
長
は
、
景
観
法
第
七
十
七
条
第
一
項
の
非
常
災
害
又
は
同
条
第
二
項
の
災
害
が
特
定
非
常
災
害
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
被
災
者
の
住
宅
の

需
要
に
応
ず
る
に
足
り
る
適
当
な
住
宅
が
不
足
す
る
た
め
同
条
第
四
項
に
規
定
す
る
期
間
を
超
え
て
当
該
被
災
者
の
居
住
の
用
に
供
さ
れ
て
い
る
応
急
仮
設
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建
築
物
で
あ
る
住
宅
を
存
続
さ
せ
る
必
要
が
あ
り
、
か
つ
、
こ
れ
を
存
続
さ
せ
て
も
良
好
な
景
観
の
形
成
に
著
し
い
支
障
が
な
い
と
認
め
る
と
き
は
、
同
項

の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
更
に
一
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
同
項
の
許
可
の
期
間
を
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
当
該
延
長
に
係
る
期
間
が
満
了
し

た
場
合
に
お
い
て
、
こ
れ
を
更
に
延
長
し
よ
う
と
す
る
と
き
も
、
同
様
と
す
る
。
第
一
条

こ
の
法
律
は
、
特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全

等
を
図
る
た
め
、
特
定
非
常
災
害
が
発
生
し
た
場
合
に
お
け
る
行
政
上
の
権
利
利
益
に
係
る
満
了
日
の
延
長
、
履
行
さ
れ
な
か
っ
た
義
務
に
係
る
免
責
、
法

人
の
破
産
手
続
開
始
の
決
定
の
特
例
、
相
続
の
承
認
又
は
放
棄
を
す
べ
き
期
間
の
特
例
、
民
事
調
停
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
二
十
二
号
）
に
よ
る

調
停
の
申
立
て
の
手
数
料
の
特
例
並
び
に
建
築
基
準
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
一
号
）
及
び
景
観
法
（
平
成
十
六
年
法
律
第
百
十
号
）
に
よ
る
応
急

仮
設
住
宅
の
存
続
期
間
の
特
例
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
と
す
る
。

〇
内
閣
府
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十
九
号
）
（
抄
）

（
内
閣
総
理
大
臣
の
権
限
）

第
七
条

（
略
）

２

（
略
）

３

内
閣
総
理
大
臣
は
、
内
閣
府
に
係
る
主
任
の
行
政
事
務
に
つ
い
て
、
法
律
若
し
く
は
政
令
を
施
行
す
る
た
め
、
又
は
法
律
若
し
く
は
政
令
の
特
別
の
委
任

に
基
づ
い
て
、
内
閣
府
の
命
令
と
し
て
内
閣
府
令
を
発
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

４

（
略
）

５

内
閣
総
理
大
臣
は
、
内
閣
府
の
所
掌
事
務
に
つ
い
て
、
公
示
を
必
要
と
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
告
示
を
発
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

６
・
７

（
略
）

（
設
置
）

第
四
十
九
条

内
閣
府
に
は
、
そ
の
外
局
と
し
て
、
委
員
会
及
び
庁
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。

２

法
律
で
国
務
大
臣
を
も
っ
て
そ
の
長
に
充
て
る
こ
と
と
定
め
ら
れ
て
い
る
前
項
の
委
員
会
に
は
、
特
に
必
要
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
委
員
会
又
は
庁

を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。

３

（
略
）
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（
長
の
権
限
等
）

第
五
十
八
条

（
略
）

２
・
３

（
略
）

４

各
委
員
会
及
び
各
庁
の
長
官
は
、
法
律
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
政
令
及
び
内
閣
府
令
以
外
の
規
則
そ
の
他
の
特
別
の
命
令
を
自
ら
発
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

５

（
略
）

６

各
委
員
会
及
び
各
庁
の
長
官
は
、
そ
の
機
関
の
所
掌
事
務
に
つ
い
て
、
公
示
を
必
要
と
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
告
示
を
発
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

７
・
８

（
略
）

〇
宮
内
庁
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
七
十
号
）
（
抄
）

第
八
条

（
略
）

２
～
４

（
略
）

５

長
官
は
、
宮
内
庁
の
所
掌
事
務
に
つ
い
て
、
公
示
を
必
要
と
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
告
示
を
発
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

６
・
７

（
略
）

第
十
八
条

内
閣
府
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十
九
号
）
第
五
十
六
条
及
び
第
五
十
七
条
の
規
定
は
宮
内
庁
に
つ
い
て
、
同
法
第
五
十
八
条
第
四
項

の
規
定
は
長
官
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

２

（
略
）

〇
国
家
行
政
組
織
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
号
）
（
抄
）

（
行
政
機
関
の
設
置
、
廃
止
、
任
務
及
び
所
掌
事
務
）

第
三
条

（
略
）

２

行
政
組
織
の
た
め
置
か
れ
る
国
の
行
政
機
関
は
、
省
、
委
員
会
及
び
庁
と
し
、
そ
の
設
置
及
び
廃
止
は
、
別
に
法
律
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
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３
・
４

（
略
）

第
十
二
条

各
省
大
臣
は
、
主
任
の
行
政
事
務
に
つ
い
て
、
法
律
若
し
く
は
政
令
を
施
行
す
る
た
め
、
又
は
法
律
若
し
く
は
政
令
の
特
別
の
委
任
に
基
づ
い
て
、

そ
れ
ぞ
れ
そ
の
機
関
の
命
令
と
し
て
省
令
を
発
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
・
３

（
略
）

第
十
三
条

各
委
員
会
及
び
各
庁
の
長
官
は
、
別
に
法
律
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
政
令
及
び
省
令
以
外
の
規
則
そ
の
他
の
特
別
の
命
令
を
自
ら
発
す
る
こ

と
が
で
き
る
。

２

（
略
）

第
十
四
条

各
省
大
臣
、
各
委
員
会
及
び
各
庁
の
長
官
は
、
そ
の
機
関
の
所
掌
事
務
に
つ
い
て
、
公
示
を
必
要
と
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
告
示
を
発
す
る
こ

と
が
で
き
る
。

２

（
略
）

〇
民
法
（
明
治
二
十
九
年
法
律
第
八
十
九
号
）
（
抄
）

（
相
続
の
承
認
又
は
放
棄
を
す
べ
き
期
間
）

第
九
百
十
五
条

相
続
人
は
、
自
己
の
た
め
に
相
続
の
開
始
が
あ
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
時
か
ら
三
箇
月
以
内
に
、
相
続
に
つ
い
て
、
単
純
若
し
く
は
限
定
の
承

認
又
は
放
棄
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
こ
の
期
間
は
、
利
害
関
係
人
又
は
検
察
官
の
請
求
に
よ
っ
て
、
家
庭
裁
判
所
に
お
い
て
伸
長
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

２

（
略
）

○
民
事
訴
訟
費
用
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
六
年
法
律
第
四
十
号
）
（
抄
）

（
申
立
て
の
手
数
料
）

第
三
条

別
表
第
一
の
上
欄
に
掲
げ
る
申
立
て
を
す
る
に
は
、
申
立
て
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
額
の
手
数
料
を
納
め
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
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２
～
４

（
略
）

別
表
第
一
（
第
三
条
、
第
四
条
関
係
）

項

上

欄

下

欄

一
～
一
三
の

（
略
）

（
略
）

二一
四

民
事
調
停
法
に
よ
る
調
停
の
申
立
て
又

調
停
又
は
労
働
審
判
を
求
め
る
事
項
の
価
額
に
応
じ
て
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
出
し

は
労
働
審
判
法
に
よ
る
労
働
審
判
手
続

て
得
た
額

の
申
立
て

調
停
又
は
労
働
審
判
を
求
め
る
事
項
の
価
額
が
百
万
円
ま
で
の
部
分

（一）

そ
の
価
額
十
万
円
ま
で
ご
と
に

五
百
円

調
停
又
は
労
働
審
判
を
求
め
る
事
項
の
価
額
が
百
万
円
を
超
え
五
百
万
円
ま
で
の
部
分

（二）

そ
の
価
額
二
十
万
円
ま
で
ご
と
に

五
百
円

調
停
又
は
労
働
審
判
を
求
め
る
事
項
の
価
額
が
五
百
万
円
を
超
え
千
万
円
ま
で
の
部
分

（三）

そ
の
価
額
五
十
万
円
ま
で
ご
と
に

千
円

調
停
又
は
労
働
審
判
を
求
め
る
事
項
の
価
額
が
千
万
円
を
超
え
十
億
円
ま
で
の
部
分

（四）

そ
の
価
額
百
万
円
ま
で
ご
と
に

千
二
百
円

調
停
又
は
労
働
審
判
を
求
め
る
事
項
の
価
額
が
十
億
円
を
超
え
五
十
億
円
ま
で
の
部
分

（五）

そ
の
価
額
五
百
万
円
ま
で
ご
と
に

四
千
円

調
停
又
は
労
働
審
判
を
求
め
る
事
項
の
価
額
が
五
十
億
円
を
超
え
る
部
分

（六）

そ
の
価
額
千
万
円
ま
で
ご
と
に

四
千
円

一
四
の
二

民
事
調
停
法
に
よ
る
調
停
の
申
立
て
又

変
更
後
の
申
立
て
に
つ
き
一
四
の
項
に
よ
り
算
出
し
て
得
た
額
か
ら
変
更
前
の
申
立
て
に
係
る

は
労
働
審
判
法
に
よ
る
労
働
審
判
手
続

手
数
料
の
額
を
控
除
し
た
額
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の
申
立
て
の
変
更

一
五
～
一
九

（
略
）

（
略
）

○
民
事
調
停
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
二
十
二
号
）
（
抄
）

（
調
停
事
件
）

第
二
条

民
事
に
関
し
て
紛
争
を
生
じ
た
と
き
は
、
当
事
者
は
、
裁
判
所
に
調
停
の
申
立
て
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
調
停
の
申
立
て
）

第
四
条
の
二

調
停
の
申
立
て
は
、
申
立
書
を
裁
判
所
に
提
出
し
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
申
立
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

当
事
者
及
び
法
定
代
理
人

二

申
立
て
の
趣
旨
及
び
紛
争
の
要
点

○
災
害
救
助
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
十
八
号
）
（
抄
）

（
救
助
の
対
象
）

第
二
条

こ
の
法
律
に
よ
る
救
助
（
以
下
「
救
助
」
と
い
う
。
）
は
、
都
道
府
県
知
事
が
、
政
令
で
定
め
る
程
度
の
災
害
が
発
生
し
た
市
町
村
（
特
別
区
を
含

む
。
）
の
区
域
（
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
五
十
二
条
の
十
九
第
一
項
の
指
定
都
市
に
あ
っ
て
は
、
当
該
市
の
区
域
又
は

当
該
市
の
区
若
し
く
は
総
合
区
の
区
域
と
す
る
。
）
内
に
お
い
て
当
該
災
害
に
よ
り
被
害
を
受
け
、
現
に
救
助
を
必
要
と
す
る
者
に
対
し
て
、
こ
れ
を
行
う
。
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対象となる特定権利利益 概要 担当課

①要介護認定の有効期間の延

長

平成３０年６月２８日から平成３０年１１月２９日ま

での間に有効期限が満了する要介護認定について、そ

の有効期間を延長する。

老健局老人保健課

内線：３９４９

直通：３５９５－２４９０

②要支援認定の有効期間の延

長

平成３０年６月２８日から平成３０年１１月２９日ま

での間に有効期限が満了する要支援認定について、そ

の有効期間を延長する。

老健局老人保健課

内線：３９４９

直通：３５９５－２４９０

③要介護更新認定の有効期間

の延長

平成３０年６月２８日から平成３０年１１月２９日ま

での間に有効期限が満了する要介護更新認定につい

て、その有効期間を延長する。

老健局老人保健課

内線：３９４９

直通：３５９５－２４９０

④要支援更新認定の有効期間

の延長

平成３０年６月２８日から平成３０年１１月２９日ま

での間に有効期限が満了する要支援更新認定につい

て、その有効期間を延長する。

老健局老人保健課

内線：３９４９

直通：３５９５－２４９０

⑤指定居宅サービス事業者の

指定の有効期間の延長

平成３０年６月２８日から平成３０年１１月２９日ま

での間に有効期限が満了する指定居宅サービス事業者

の指定（特定被災区域内に在る事業所に係るものに限

る。）について、その有効期間を延長する。

老健局振興課

内線：３９３７

直通：３５９５－２８８９

⑥指定地域密着型サービス

事業者の指定の有効期間の

延長

平成３０年６月２８日から平成３０年１１月２９日ま

での間に有効期限が満了する指定地域密着型サービス

事業者の指定（特定被災区域内に在る事業所に係るも

のに限る。）について、その有効期間を延長する。

老健局振興課

内線：３９３７

直通：３５９５－２８８９

⑦指定居宅介護支援事業者

の指定の有効期間の延長

平成３０年６月２８日から平成３０年１１月２９日ま

での間に有効期限が満了する指定居宅介護支援事業者

の指定（特定被災区域内に在る事業所に係るものに限

る。）について、その有効期間を延長する。

老健局振興課

内線：３９３７

直通：３５９５－２８８９

⑧指定介護老人福祉施設の

指定の有効期間の延長

平成３０年６月２８日から平成３０年１１月２９日ま

での間に有効期限が満了する指定介護老人福祉施設の

指定（特定被災区域内に在る施設に係るものに限

る。）について、その有効期間を延長する。

老健局高齢者支援課

内線：３９７１

直通：３５９５－２８８８

⑨指定介護予防サービス事

業者の指定の有効期間の延

長

平成３０年６月２８日から平成３０年１１月２９日ま

での間に有効期限が満了する指定介護予防サービス事

業者の指定（特定被災区域内に在る事業所に係るもの

に限る。）について、その有効期間を延長する。

老健局振興課

内線：３９３７

直通：３５９５－２８８９

⑩指定地域密着型介護予防

サービス事業者の指定の有

効期間の延長

平成３０年６月２８日から平成３０年１１月２９日ま

での間に有効期限が満了する指定地域密着型介護予防

サービス事業者の指定（特定被災区域内に在る事業所

に係るものに限る。）について、その有効期間を延長

する。

老健局振興課

内線：３９３７

直通：３５９５－２８８９

⑪指定介護予防支援事業者

の指定の有効期間の延長

平成３０年６月２８日から平成３０年１１月２９日ま

での間に有効期限が満了する指定介護予防支援事業者

の指定（特定被災区域内に在る事業所に係るものに限

る。）について、その有効期間を延長する。

老健局振興課

内線：３９３７

直通：３５９５－２８８９
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⑫介護支援専門員証の有効

期間の延長

平成３０年６月２８日から平成３０年１１月２９日ま

での間に有効期限が満了する介護支援専門員証につい

て、特定被災区域内に居住地を有する者又は特定被災

区域を包括する都道府県の知事から介護支援専門員の

登録を受けている者に係るものについては、その有効

期間を延長する。

老健局振興課

内線：３９３７

直通：３５９５－２８８９

⑬介護老人保健施設の許可

の有効期間の延長

平成３０年６月２８日から平成３０年１１月２９日ま

での間に有効期限が満了する介護老人保健施設の許可

（特定被災区域内に在る施設に係るものに限る。）に

ついて、その有効期間を延長する。

老健局老人保健課

内線：３９４９

直通：３５９５－２４９０

⑭介護医療院の許可の有効期

間の延長

平成３０年６月２８日から平成３０年１１月２９日ま

での間に有効期限が満了する介護医療院の許可（特定

被災区域内に在る施設に係るものに限る。）につい

て、その有効期間を延長する。

老健局老人保健課

内線：３９４９

直通：３５９５－２４９０

⑮第１号事業に係る指定事

業者の指定の有効期間の延

長

平成３０年６月２８日から平成３０年１１月２９日ま

での間に有効期限が満了する第１号事業に係る指定事

業者の指定（特定被災区域内に在る事業所に係るもの

に限る。）について、その有効期間を延長する。

老健局振興課

内線：３９３７

直通：３５９５－２８８９

⑯指定介護療養型医療施設

の指定の有効期間の延長

平成３０年６月２８日から平成３０年１１月２９日ま

での間に有効期限が満了する指定介護療養型医療施設

の指定（特定被災区域内に在る施設に係るものに限

る。）について、その有効期間を延長する。

老健局老人保健課

内線：３９４９

直通：３５９５－２４９０
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